
令和８年７月２１日

資料３

令和８年度

東京の雇用就業を考える有識者会議（第１回）



東京の雇用就業施策の現状と課題について



○ 教育訓練（ＯＦＦ－ＪＴ）に費用支出した企業割合は、直近５年は50％未満【図１】

○ 教育訓練に関する課題として、「時間的余裕がない（業務多忙等）」などが挙げられている【図２】

○ リスキリングに「取り組んでいる」「取り組みたい」企業は26.1％にとどまる【図３】

○ 企業では、ほぼすべての業界で深刻な人手不足が続いている【図４】

現状

（１）能力開発・リスキリング

○ 企業の生産性向上に向けた従業員のスキルアップの支援の充実

○ ＤＸ・ＡＩを支える人材育成

○ 人材確保に課題を抱える業界（建設、運輸、介護 等）への誘導

想定される課題

1

【図１】ＯＦＦ－ＪＴに費用支出した企業割合の推移（全国） 【図２】社員の研修・教育訓練の実施に際しての課題 【図４】業界別人手不足割合（東京）

○ リスキリングに関する専用のポータルサイトの新設、情報発信や個別相談等を実施

○ 従業員のスキルアップや建設・建築・運輸分野の国家資格取得等に向けて実施する研修に要する経費を助成

○ 職業能力開発センター大田校と、地元企業・団体、小中学校、自治体等が連携し、ものづくりの魅力を発信

令和８年度の主な取組

【図３】リスキリングの取り組み状況について

出典：厚生労働省「令和６年度能力開発基本調査」を基に作成 出典：東京商工会議所「研修・教育訓練、人材育成に関する調査」 出典：株式会社帝国データバンク東京都・人⼿不⾜に対する企業の動向調査（2026年1月）」出典：株式会社帝国データバンク「リスキリングに関する企業の意識調査（2024年）」



○ 各年代で女性の就業率は上昇傾向にあるが、30代以降に低下（Ｌ字カーブ）【図１】

○ 男女間の賃金格差は縮小しているが、依然として男性の７割半ばの水準に留まっている【図２】

○ 役割別女性管理職等の割合は上昇傾向にあるが、依然として水準は低い【図３】

○ 働く女性の５割以上が女性の健康課題により職場で困った経験がある【図４】

（２）女性活躍

○ 男女間格差解消への支援強化
○ キャリアアップや職域拡大に向けた支援強化

○ 女性特有の健康課題と仕事との両立支援

想定される課題
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【図１】就業率の推移（東京） 【図２】男女間賃金格差の推移（東京）＜男性＝100＞ 【図３】役職別女性管理職等割合の推移
（企業規模30人以上、東京）

○ 女性が活躍しやすい職場環境づくり促進のため、行動計画の策定・公開、処遇改善に取り組む中小企業等を奨励

○「年収の壁」の正確な理解促進に向けた普及啓発 ○ 多様な働き方など女性の職域拡大への支援

○ 人材育成・経営戦略としての女性活躍を推進し、意思決定層への女性の積極的登用を後押し

令和８年度の主な取組

【図４】女性の健康課題により職場で困った経験の有無

出典：東京都総務局「東京の労働力」を基に作成 出典：厚生労働省「令和７年賃金構造基本統計調査」を基に作成 出典：東京都産業労働局「令和７年度東京都男女雇用平等参画状況調査」」を基に作成 出典：経済産業省「働く女性の健康増進に関する実態調査2018」を基に作成

現状



○ テレワーク導入状況は約６割程度で、大企業ほど導入している割合が高い【図１】

○ 企業の５～６割は、従業員の現時点の介護の状況の把握を行っていない【図２】

○ 男性の育業取得率は61.2％と男女間の差は縮小傾向にあるが、未だ30ポイントほどの差がある【図３】

○ 一般労働者の平均月間総実労働時間は、概ね160時間台で推移【図４】

（３）働き方改革

○ 出社とのバランスを踏まえた支援策の検討、ABWの導入支援

○ 育児・介護との両立支援、育業の更なる推進

○ 生産性の高い働き方の促進
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【図１】テレワーク導入率 【図２】従業員の介護の状況について把握 【図３】育業取得率の推移（東京）

○ テレワークの必要性や働く場所や時間を選ばない働き方などを普及啓発

○ 意識醸成や普及啓発、相談窓口の運営により、介護に直面しても働き続けられる環境づくりを推進

○ 育児と仕事との両立ができる職場環境整備を進める中小企業等を奨励

令和８年度の主な取組

【図４】一般労働者の１人当たりの平均月間総実労働時間の推移
（全国）

出典：東京都産業労働局「多様な働き方に関する実態調査（テレワーク）」 出典：経済産業省「仕事と介護の両立支援に関する経営者向けガイドライン」 出典： 東京都産業労働局「令和７年度東京都男女雇用平等参画状況調査」を基に作成 出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」を基に作成

現状

想定される課題



○ 中小企業もデジタルシフトが進んできているが、IT未導入の企業が約２割【図１】

○ デジタルシフトに取り組んだ企業の約８割が成果を感じている【図２】

○ 「コスト面」「人材面」「ツール選択・評価」といった課題を抱えている【図３】

○ 6割を超える中小企業がデジタル人材の確保に苦慮【図４】

（４）デジタル活用

○ AX（AIトランスフォーメーション）に向けた企業の後押し

○ デジタル人材の育成・確保
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【図１】デジタルシフトの状況 【図２】デジタルシフトの効果 【図３】デジタルシフト・DXの課題

○ デジタル求人企業を集めたマッチングイベントを開催し、デジタル分野への人材シフトを展開

○ HRテックの導入セミナーと試験的活用の機会を設け、中小企業の人材の確保・育成・定着を後押し

○ 多様で柔軟な働き方の推進と、テクノロジーを活用した生産性の高い働き方の機運醸成

令和８年度の主な取組

【図４】デジタル人材の確保状況

出典：東京商工会議所「中小企業のデジタルシフト・DX実態調査」 出典：東京商工会議所「中小企業のデジタルシフト・DX実態調査」 出典：東京商工会議所「中小企業のデジタルシフト・DX実態調査」 出典：東京商工会議所「中小企業のデジタルシフト・DX実態調査」

現状

想定される課題



職業能力開発の今後の方向性について



◎深刻化・長期化する人手不足感

全国と比較して東京都の人手不足感は高まっており、特に介護・建設・運輸・デジタルと

いった業界では深刻

◎産業構造の変化

職種・学歴・地域間では需給ミスマッチが生じるリスクがあり、事務職や文系人材が余剰、

AI・ロボット等利活用人材を含む専門職や現場 人材、理系人材が不足し、東京圏では全体

 として余剰が顕著（経済産業省「2040年の就業構造推計（改訂版）について」2026年３月より）

東京都における課題

職業能力開発の今後の方向性について
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ITスキル人材やDX推進人材の育成強化

社会インフラを支える人材の育成強化

AIの進化、デジタル化・DXの急速な進展を背景とした社会の人
材ニーズの変化を見据え、デジタル社会を担うITスキル人材や
AIをはじめとしたDXを推進する人材の育成を強化

● AIを活用できる人材育成に向けた科目開発
●人にしかできない仕事への訓練集中

介護・建築・建設・運輸等、労働力不足が喫緊の課題である業
界への人材シフトを見据え、社会インフラを支える人材の育成
を強化

今後の方向性



◆職業能力開発をめぐる経済・社会環境の変化と課題

○産業界や成長産業分野等に必要な人材を戦略的に育成・確保

○労働市場の「見える化」など職業能力開発の基盤整備

○個人の自律的・主体的なキャリア形成支援

○企業における職業能力開発の充実等を推進

労働生産性の向上及び労働者の自己実現や処遇向上等を図り、経済社会の成長につな

がるよう職業能力開発施策を推進 9

○労働供給側の構造的な変化と課題
・少子化の進展
・一人ひとりの労働者の労働参加と労働生産性を向上

国の問題意識～第１２次職業能力開発基本計画より～

○近年の労働市場の変化と課題
・企業（特に中小企業）における人材不⾜感の増加

○労働需要側の構造的な変化と課題
・ＡＩの進化や業務のデジタル化等の動きを背景に、労働需要において構造的な変化
・職種のミスマッチが発生するリスクがあり、戦略的な人材育成や円滑な労働移動の推
進が必要
・企業における計画的ＯＪＴ及びＯＦＦ－ＪＴの実施
・非正規雇用労働者の能力開発機会の確保

6
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①有効求人倍率の推移（東京・全国）
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⑴深刻化・長期化する人手不足感

2025年の有効求人倍率 東京 １．７３ 全国 １．２２

有効求人倍率は昨年と比べほぼ横ばい 全国的にみても有効求人倍率は１を超えているが、

特に東京は１．７３と人手不足感が高まっている。
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②産業別 ～介護（介護サービスの職業）～
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資料：厚生労働省「職業安定業務統計（第4表・第5表）」より作成
＜人手不足の状況＞

＜介護職員の概要・供給推計の比較＞

資料左：東京都「令和
4年度在宅サービス事
業者等運用状況調
査」・「令和4年度施
設・居住系サービス事
業者運営状況調査」令
和５年３月

資料：東京都「第9期
東京都高齢者保健福祉
計画 令和6年度～令和
8年度」令和６年７月

＜有効求人倍率の推移＞

人材不足の状況については、訪問介護で約８割の事業所が、特別養護老人ホーム で約７割の事業所が
「人材不足である」と回答
都内における介護職員数は、令和12年（2030年）度には、約４万７千人の介護職員の不足が見込まれる 8
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②産業別 ～建設（建設・採掘の職業）～

資料：帝国データバンク「東京都・人⼿不⾜に対する企業の動向調査」（2026年1月）

＜有効求人倍率の推移＞

２０２６年１月時点でみると、建設業（正社員）が全業種の中で一番人手不足感が強くなっている

資料：厚生労働省「職業安定業務統計（第4表・第5表）」より作成

＜人手不足の割合（正社員）＞
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②産業別 ～運輸（自動車運転の職業）～

2021年4月～2024年12月の期間に減便・廃止された路線バスの系統があると回答した自治体の割合を
みると、東京都が80.0%と全国よりも高い数値となっている
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資料：関東運輸局「関東運輸局管内におけるバス運転者不⾜問題を踏まえた地域公共交通の確保維持に
関する調査」（令和７年３月）を加工

資料：厚生労働省「職業安定業務統計（第4表・第5表）」より作成
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13

②産業別 ～デジタル（情報処理・通信技術者）～

資料：東京都「東京の産業と雇用就業2025」注「全産業計」は全国比のみを掲載資料、総務省・経済産業省「令和３年経済センサス－活動調査」より東京都作成
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＜産業別従業者数・全国比（東京、2021年）＞
資料：厚生労働省「職業安定業務統計（第4表・第5表）」より作成

情報通信業は東京に集中しており、従業者数は半数を超えているなかで、人材不足の状況は続いている
11
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(2)産業構造の変化 参考：生成AIを契機とした社会の変革（東京都AI戦略より）

社会構造の変革に伴い、
求められる人材の質が変容

AIをはじめとしたデジタル技術の活用や
人にしかできない仕事への集中



職種・学歴・地域間では需給ミスマッチが生じるリスクがあり、事務職（約440万人）や文系人材
（約80万人）が余剰、 AI・ロボット等利活用人材（約340万人）を含む専門職や現場人材（約260万
人）、理系人材（約120万人）が不足する可能性

(2)産業構造の変化

出典：経済産業省「2040年の就業構造推計（改訂版）について」2026年３月 13



令和８年度の雇用就業施策
（東京都就労支援事業計画）について

参考資料



９兆1,580億円

９兆6,530億円

R4 R5

■令和８年度予算（一般会計）

◎令和８年度予算（当初） ： ９兆6,530億円（対前年度4,950億円増）

➢ 産業労働局予算 ： 7,345億円（対前年度425億円減）

➢ うち雇用就業対策 ： 608億円（対前年度56億円減）

4,950億円増

区 分 令和８年度 令和７年度 増減

東京都 96,530 91,580 4,950

産業労働局 7,345 7,770 △425

中小企業対策 4,797 5,106 △309

産業・エネルギー対策 970 1,061 △91

観光産業振興 285 306 △21

農林水産対策 359 332 27

雇用就業対策 608 664 △56

（単位：億円）■産業労働局関係予算 内訳

令和７年度 令和８年度
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安心して働ける労働環境の整備
や多様で柔軟な働き方の実現

多様な主体の労働参加の促進

● テレワークの普及促進

● 育児・介護と仕事の両立支援

● ハラスメント防止対策

● 人材育成・リスキリング

● 中小企業の人材確保・

定着の支援

● 働く女性の活躍推進

● 高齢者の活躍推進

● 障害者の活躍推進

● ソーシャルファーム

円滑な人材シフトの促進と
リスキリングの強化

１ ２ ３

◎東京の生産年齢人口は2025年をピークに減少に転じる見込みで、高齢化率も過去最高

◎人手不足倒産が増加傾向にある等、都内中小企業等の人手不足は一層深刻化

■ 成長産業分野や人手不足業界への人材シフトにより、社会全体での生産性向上

■ 人材の確保・定着の観点からも、求職者から選ばれる労働環境の構築

■ 女性や高齢者など多様な主体による活躍の更なる促進

東京の雇用就業を取り巻く状況

施策の基本方針

施策の方向性

「２０５０東京戦略」において設定された目標の達成に向けて施策を展開

労働生産性の向上と賃上げの推進、暑さ対策、労使コミュニケーションその他の
取組

令和８年度の東京の雇用就業施策の方向性
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令和８年度就労支援事業計画 ４つの柱と23の重点事業

重点事業（令和８年度）

円滑な人材シフトの促進と

リスキリングの強化

安心して働ける労働環境の整備

や多様で柔軟な働き方の実現

多様な主体の
労働参加の促進

その他の取組

１

２

３

４

■リスキリング普及促進事業
■中小企業人材スキルアップ支援事業
■地域と連携したものづくりの魅力発信
■女性しごと応援ナビPlus
■中小企業人材確保トータル支援事業

■テレワーク普及促進プロジェクト
■育児・介護との両立のためのテレワーク活用促進事業
■働く人の育業応援事業
■介護と仕事の両立推進事業
■介護休業取得応援事業
■ハラスメント防止対策推進事業
■カスタマーハラスメント防止対策推進事業

■女性の活躍推進に向けた職場環境改善プロジェクト
■企業における「年収の壁」総合対策促進事業
■企業と働く女性のキャリアパートナーシップ支援事業
■働く女性への総合サポート事業
■プラチナ・キャリアセンター関連事業
■シルバー人材センターの機能強化
■障害者雇用就業総合推進事業
■「東京ソーシャルファームアクション」推進事業

■「手取り時間」創出・エンゲージメント向上推進事業
■暑さに配慮した職場環境づくり支援事業
■労働教育（労使団体の自主的労働教育への支援）
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令和８年度の東京の雇用就業施策の方向性

◎「2050東京戦略」において設定された目標の達成に向けて、施策を展開

政策目標

項目 目標 直近の実績

○円滑な人材シフトの促進とリスキリングの強化

過去１年間に仕事に関する訓練や
自己啓発をした者の割合

45.0% 2032年 33.1% 2022年

女性（うち25歳～44歳）の有業率 87.5% 2032年 83.4% 2022年

○安心して働ける労働環境の整備や多様で柔軟な働き方の実現

テレワーク導入率 80.0% 2035年 64.0% 2025年

男性の育業取得率 90.0% 2035年 61.2% 2025年

カスタマーハラスメントの認知度 99.0% 2035年 88.4% 2025年

○多様な主体の労働参加の促進

都内企業における所定内給与額男女間格差 85.0% 2035年 76.2% 2025年

高齢者（うち60歳～69歳）の有業率 65.9% 2032年 63.0% 2022年

障害者雇用数 311,901人 2035年 263,341人 2025年

認証ソーシャルファーム事業所数 220事業所 2035年 76事業所 2025年
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